
推

申請・届出システムの

進

運用により、住民サー

係

ビスの質的向上及び維

2

持管理におけるコスト

1

削減と業務改善が図ら

1

れ

成果
た。また、共同

1

セキュリティ外部監査

情

によりシステムの脆弱

報

性を調査し、その結果

シ

を反映させるとともに

ス

、インターネッ

トへの

テ

接続をあいち情報セキ

ム

ュリティクラウド経由

係

にすることで､適切で効率的かつ高度なセキュリティ対策が図られた｡

　オンライン申請の利用率向上とデジタル機器に不慣れな市民へのデジタルデバイド対策

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 情報セキュリティ外部監査実施サーバ数（台） 20 20 20 20 20
指標

指標
　愛知県及び県内市町村で運用している事業であるため比較検証はなし。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 19,131 16,093 15,965 17,434 合計 15,965,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 3,873 3,212 3,212 3,212 交付金 15,965,000 円

一般財源 15,258 12,881 12,753 14,222

職員人件費　② 2,635 4,220 3,982 3,240

総事業費（①＋②） 21,766 20,313 19,947 20,674

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 あいち情報セキュリティクラ
ウド負担金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　

度

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

（

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

令

　
要

総合計画
分野 マネ

和

ジメント方針

基本施策

６

時代の変化に対応した

年

行政運営
施策体系

施策

度

の内容 なし

目
　
　
　
的

評

　電子自治体を構築・

価

推進することで市民の

）

主
た
る
内
容

　あいち電

刈

子自治体推進協議会に

谷

加入し、電
利便性の向

市

上、行政運営の効率化

事

及びセキュ 子申請・届

務

出システムの運用と共

事

同セキュリ
リティレベ

業

ルの確保・向上を図る

評

。 ティ監査等を行う。

価

　また、高いセキュリ

シ

ティレベルを確保する

ー

ため、高度な監視を行

ト

うあいち情報セキュリ

（

ティクラウドに加入す

様

る。

位
置
づ
け

関連計画

式

 

根拠法令  

対象者 市

１

民、事業者、県内市町

）

村（除名古屋市） 事業

会

期間 平成１５年度 ～

実

計

施方法 ■直営　■委託

名

　□指定管理　□補助

担

・助成　□その他

当部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

会

年度実績 ５年度実績 ６

計

年度実績 ７年度計画

あ

愛

いち電子自治体推進協

知

議会 あいち電子自治体

県

推進協議会 あいち電子

自

自治体推進協議会 あい

治

ち電子自治体推進協議

体

会
への加入 への加入 へ

共

の加入 への加入
・電子

同

申請・届出システムの

情

・電子申請・届出シス

報

テムの ・電子申請・届

化

出システムの ・電子申

事

請・届出システムの
　

業

運用 　運用 　運用 　運

担

用
・共同セキュリティ

当

監査 ・共同セキュリテ

課

ィ監査 ・共同セキュリ

情

ティ監査 ・共同セキュ

報

リティ監査
・標的型攻

政

撃メール対策訓練 ・標

策

的型攻撃メール対策訓

課

練 ・標的型攻撃メール

款

対策訓練 ・標的型攻撃

項

メール対策訓練
　 　 　

目

　
あいち情報セキュリ

担

ティクラ あいち情報セ

当

キュリティクラ あいち

係

情報セキュリティクラ

デ

あいち情報セキュリテ

ジ

ィクラ
ウドへの加入 ウ

タ

ドへの加入 ウドへの加

ル

入 ウドへの加入

　電子
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評

令

価 評価の理由

　国民の

和

利便性向上を図る行政

７

手続オンライン化法が

年

平成 
・法的業務

普通

度

15年2月3日に施行

（

され、デジタル手続法

令

が令和元年5月31日

和

必要性 ・市民ニーズ、

６

社会需要 に公布された

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　愛知県と

評

県内市町村（名古屋市

価

を除く）が連携・共同

）

し
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

て運用し

谷

ているため、本市独自

市

執行に比べコスト削減

事

や事
効率性 ・執行体制

務

の効率性 務の効率化が

事

図られている。
・手段

業

の最適性　など

　愛知

評

県と県内市町村で運用

価

しているが市が主体と

シ

なって
・市が主体とな

ー

って実施する
普通

いる

ト

。総合計画においては

（

、デジタル技術の活用

様

を重要な
妥当性 　べき

式

事業であるか 視点とし

２

たデジタル田園都市国

）

家構想総合戦略の内容

会

を重
・総合計画との整

計

合性　など 点戦略とし

名

て位置づけ、未来技術

担

を活用し、スマート自

当

治
体への転換に取り組

部

むこととしている。
　

企

スマート自治体への転

画

換には、デジタル技術

財

の活用が不

施策への ・

政

施策への貢献度
普通

可

部

欠であり、事務効率化

一

のみならず市民サービ

般

スの向上を
・目標達成

会

度 見据えたものである

計

。
貢献度 ・市民サービ

愛

スへの効果　など

今後

知

の方向性 □拡充　■現

県

状維持　■改善・効率

自

化　□縮小　□終期設

治

定　□休止・廃止

　あ

体

いち電子自治体推進協

共

議会において情報シス

同

テムの共同運用がなさ

情

れているため継続利用

報

とする。

化事業

Ｃ

担

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

当

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

課

∨

情報政策課

款 項 目 担当係 デジタル推



1

の無線化 　の改訂 　の

1

改訂
　ＣｈａｔＧＰＴ

1

を導入し、庁内におけ

情

る業務の効率化を推進

報

することができた。

成

シ

果
　各部署にＤＸ推進

ス

リーダーを配置し、デ

テ

ジタル人材育成研修を

ム

実施することで、スピ

係

ード感をもったＤＸ推進ができる

よう努めた。

　効果的に業務の効率化を推進するため、最新技術の動向を調査し費用対効果の高い方法を検討する必要がある。また､

新たに導入した技術の操作方法や効果的な利用方法についての周知を行い、利用促進を図っていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 刈谷市ＬＩＮＥ公式アカウント登録者数（人） 12,412 122,577 165,921 167,000 168,000
指標
活動 ＲＰＡの導入業務（件） 43 49 62 62 64
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 51,485 27,699 36,464 39,362 合計 36,464,046 円
需用費 294,880 円

財
　
源

特定財源 0 3,327 11 2,932 役務費 90,000 円
委託料 19,299,305 円

一般財源 51,485 24,372 36,453 36,430 使用料及び賃借料
16,779,861 円

職員人件費　② 14,682 25,704 25,483 21,867

総事業費（①＋②） 66,167 53,4

Ｄ

03 61,947 61

　

,229

建
設
事
業

全体

　

事業費（単位：千円）

　

0 ６年度特定財源名称

Ｏ

６年度までの累積事業

　

費 0 デジタル田園都市

　

国家構想交
付金

８年度

∧

以降の事業費見込 0

　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 マネジメント

和

方針

基本施策 時代の変

６

化に対応した行政運営

年

施策体系
施策の内容 な

度

し

目
　
　
　
的

　社会情

評

勢が大きく変化する中

価

、持続可能な

主
た
る
内

）

容

　ＩＣＴ技術を活用

刈

したシステムの運用管

谷

理
形で行政サービスを

市

提供し続けるため、新

事

し 及び保守管理を行う

務

。
い情報技術の活用を

事

推進し、迅速で的確な

業

行
政サービスと業務の

評

効率化を図る。

位
置
づ

価

け

関連計画

根拠法令

対

シ

象者 事業期間 令和２年

ー

度 ～

実施方法 ■直営　

ト

■委託　□指定管理　

（

□補助・助成　□その

様

他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

４年度実績 ５年度

企

実績 ６年度実績 ７年度

画

計画

・ＡＩ－ＯＣＲ、

財

ＲＰＡの運 ・ＡＩ－Ｏ

政

ＣＲ、市民公開型 ・Ａ

部

Ｉ－ＯＣＲ、ＲＰＡ管

一

理 ・ＡＩ－ＯＣＲ、Ｒ

般

ＰＡ管理
　用管理 　Ｇ

会

ＩＳ等各種システムの

計

運 　システム、市民公

Ｉ

開型ＧＩ 　システム、

Ｃ

市民公開型ＧＩ
・市民

Ｔ

公開型ＧＩＳの導入 　

活

用管理 　Ｓ等各種シス

用

テムの運用管 　Ｓ、Ｃ

推

ｈａｔＧＰＴ等各種
・

進

支所オンライン窓口用

事

Ｗｅ ・ＲＰＡ管理シス

業

テムの導入 　理 　シス

担

テムの運用管理
　ｂ会

当

議システムの導入 ・刈

課

谷市ＬＩＮＥ公式アカ

情

ウ ・ＣｈａｔＧＰＴの

報

導入及び ・ｋｉｎｔｏ

政

ｎｅの導入
・ＡＩ議事

策

録作成システムの 　ン

課

トの機能拡充 　運用管

款

理 ・デジタル人材の育

項

成
　導入 ・デジタル人

目

材の育成 ・デジタル人

担

材の育成 ・スマホ教室

当

の開催
・ペーパーレス

係

会議システム ・スマホ

デ

教室の開催 ・スマホ教

ジ

室の開催 （Ｒ6繰越分

タ

）
　の導入 ・公衆無線

ル

ＬＡＮの追加整備 ・情

推

報セキュリティポリシ

進

ー ・情報セキュリティ

係

ポリシー
・ＯＡ用パソ

2

コンの更新 ・庁外施設
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　デジタル技術の

和

発達による社会の変化

７

は大きく、デジタ
・法

年

的業務
高い

ル化による

度

取組を様々な分野に広

（

げることにより、人々

令

に
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 豊かさをも

６

たらすスマート社会を

年

実現するうえで必要不

度

可
・市民生活上必要で

評

ある　など 欠である。

価

　行政事務や市民サー

）

ビスの効率化を高めな

刈

がらコストの
・コスト

谷

の節減、費用対効果
普

市

通
節減を目指すため、

事

総合的な視点から全て

務

のシステムの見
効率性

事

・執行体制の効率性 直

業

しを進めている。
・手

評

段の最適性　など

　行

価

政全体の情報を扱う事

シ

業であり、市が主体と

ー

なって実
・市が主体と

ト

なって実施する
高い

施

（

すべきである。総合計

様

画においては、デジタ

式

ル技術の活
妥当性 　べ

２

き事業であるか 用を重

）

要な視点としたデジタ

会

ル田園都市国家構想総

計

合戦略
・総合計画との

名

整合性　など の内容を

担

重点戦略として位置づ

当

け、未来技術を活用し

部

、ス
マート自治体への

企

転換に取り組むことと

画

している。
　スマート

財

自治体への転換には、

政

デジタル技術の活用が

部

不

施策への ・施策への

一

貢献度
高い

可欠であり

般

、事務効率化のみなら

会

ず市民サービスの向上

計

を
・目標達成度 見据え

Ｉ

たものである。
貢献度

Ｃ

・市民サービスへの効

Ｔ

果　など

今後の方向性

活

□拡充　■現状維持　

用

■改善・効率化　□縮

推

小　□終期設定　□休

進

止・廃止

　市民の利便

事

性の向上、行政運営の

業

効率化の向上にはデジ

担

タル技術の活用は不可

当

欠である。

課 情報政

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

策

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

課

　
∨

款 項 目 担当係 デジタル推進係

2 1



1

業務システムの更新に

1

応じて、情報共有基盤

1

システムを拡充、管理していく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

 
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 176,149 131,298 119,480 95,297 合計 119,480,480 円
需用費 938,124 円

財
　
源

特定財源 15,790 408 5,328 6,773 役務費 1,709,070 円
委託料 37,418,469 円

一般財源 160,359 130,890 114,152 88,524 使用料及び賃借料
70,557,817 円

職員人件費　② 31,623 20,717 24,289 21,867 負担金、補助及び
交付金 8,857,000 円

総事業費（①＋②） 207,772 152,015 143,769 117,164

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金

８年度以降の事業費見込 0 情報システム等管理事業負担
金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 マネジ

令

メント方針

基本施策 時

和

代の変化に対応した行

６

政運営
施策体系

施策の

年

内容 なし

目
　
　
　
的

　

度

情報処理業務を安全か

評

つ迅速、効率的に遂

主

価

た
る
内
容

　電子計算機

）

とその周辺機器の運用

刈

・保守管
行することに

谷

より、マイナンバー利

市

用事務系 理、業務デー

事

タの保管及び業務シス

務

テム間連
業務システム

事

の安定稼動を図る。 携

業

や番号制度での情報連

評

携を実現するデータ
　

価

各種情報システムを仮

シ

想化基盤上で管理す 連

ー

携基盤等の管理を行う

ト

。
ることにより、シス

（

テム運用における効率

様

化
を図る。

位
置
づ
け

関

式

連計画  

根拠法令  

対

１

象者 事業期間 昭和４２

）

年度 ～

実施方法 ■直営

会

　■委託　□指定管理

計

　□補助・助成　□そ

名

の他

担当部 企画財政部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

４年度実績 ５年

般

度実績 ６年度実績 ７年

会

度計画

・情報共有基盤

計

システム運用 ・情報共

シ

有基盤システム運用 ・

ス

情報共有基盤システム

テ

運用 ・情報共有基盤シ

ム

ステム運用
　管理 　管

等

理 　管理 　管理
・サー

管

バ、データ管理 ・サー

理

バ、データ管理 ・サー

事

バ、データ管理 ・サー

業

バ、データ管理
・番号

担

制度対応（情報連携、

当

・番号制度対応（情報

課

連携、 ・番号制度対応

情

（情報連携、 ・セキュ

報

リティ強化対応
　マイ

政

ナポータル、申請管理

策

　マイナポータル、申

課

請管理 　マイナポータ

款

ル、申請管理
　システ

項

ム導入等） 　システム

目

等） 　システム等）
・

担

セキュリティ強化対応

当

・セキュリティ強化対

係

応 ・セキュリティ強化

情

対応

　情報共有基盤シ

報

ステムの運用管理を適

シ

切に実施できた。

成果

ス

　仮想化基盤サーバの

テ

運用を推進し、情報シ

ム

ステムの有効活用及び

係

セキュリティの強化を

2

図ることができた。

　



,682 128,891 147,103 合計 128,891,419 円
需用費 1,079,540 円

財
　
源

特定財源 8,721 7,784 8,032 12,891 役務費 150,000 円
委託料 27,076,940 円

一般財源 121,023 114,898 120,859 134,212 使用料及び賃借料
100,291,184 円

職員人件費　② 13,553 10,358 9,954 8,099 備品購入費 293,755 円

総事業費（①＋②） 143,297 133,040 138,845 155,202

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 市町村振興協会新宝くじ交付
金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 マネジメント

令

方針

基本施策 時代の変

和

化に対応した行政運営

６

施策体系
施策の内容 な

年

し

目
　
　
　
的

　各種情

度

報システムやパソコン

評

等を管理又は

主
た
る
内

価

容

　グループウェアシ

）

ステム等の運用管理や

刈

、
導入することにより

谷

、行政事務の合理化や

市

効 機能拡充を行う。
率

事

化を図る。

位
置
づ
け

関

務

連計画  

根拠法令  

対

事

象者 事業期間 平成１８

業

年度 ～

実施方法 ■直営

評

　■委託　□指定管理

価

　□補助・助成　□そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

４年度実績 ５年

名

度実績 ６年度実績 ７年

担

度計画

・各種システム

当

の運用管理 ・各種シス

部

テムの運用管理 ・各種

企

システムの運用管理 ・

画

各種システムの運用管

財

理
・デジタルサイネー

政

ジシステ ・グループウ

部

ェアシステムの ・ＯＡ

一

用パソコンの更新
　ム

般

の更新 　機能追加
・仮

会

想クライアントシステ

計

ム ・作業用パソコンの

Ｏ

更新
　の更新

　グルー

Ａ

プウェア、ファイルサ

管

ーバ、統合型ＧＩＳな

理

どのシステムにより内

事

部事務の合理化や効率

業

化が図られた。

成果

　

担

業務全体を対象として

当

効率や生産性を改善す

課

るために見直し、長期

情

的なシステム最適化計

報

画を継続的に策定する

政

必要が

ある。
課題

指標

策

名称（単位）
実績値 目

課

標値

４年度 ５年度 ６年

款

度 ７年度 ９年度

 
指標

項

 
指標

 
他市との
比較

目

検証

担当係 情報システ

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

ム

　
ス
　
ト

単位：千円
４

係

年度 ５年度 ６年度 ７年

2

度 ６年度

（決算） （決

1

算） （決算） （予算）

1

事業費内訳

事業費　①

1

129,744 122



係

0 0 0
指標 ※目標停止

2

許容時間 52分以内

1

成果 ネットワークの停

1

止時間（44拠点合計

1

）（分） 0 58 1,740 0 0
指標 ※目標停止許容時間 2,312分以内

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 55,429 58,176 53,808 334,302 合計 53,807,745 円
需用費 65,307 円

財
　
源

特定財源 1,200 1,447 1,200 1,200 役務費 11,218,868 円
委託料 28,166,160 円

一般財源 54,229 56,729 52,608 333,102 使用料及び賃借料
14,357,410 円

職員人件費　② 15,811 13,044 13,936 11,338

総事業費（①＋②） 71,240 71,220 67,744 345,640

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 情報システム等管理事業負担
金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 マ

令

ネジメント方針

基本施

和

策 時代の変化に対応し

６

た行政運営
施策体系

施

年

策の内容 なし

目
　
　
　

度

的

　情報システム全般

評

のインフラであるネッ

価

ト

主
た
る
内
容

　ＬＧＷ

）

ＡＮ接続系、マイナン

刈

バー利用事務
ワークを

谷

効率的に維持管理する

市

ことにより、 系及びイ

事

ンターネット接続系ネ

務

ットワーク等
全システ

事

ムの安定稼動を図る。

業

の運用管理や保守管理

評

を行う。

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令

対象者 事

シ

業期間 平成２３年度 ～

ー

実施方法 ■直営　■委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

４年度実績 ５年度実績

企

６年度実績 ７年度計画

画

・ネットワークの運用

財

管理 ・ネットワークの

政

運用管理 ・ネットワー

部

クの運用管理 ・ネット

一

ワークの運用管理
・イ

般

ンターネットの運用管

会

理 ・インターネットの

計

運用管理 ・インターネ

ネ

ットの運用管理 ・イン

ッ

ターネットの運用管理

ト

・一部庁外施設の無線

ワ

化 ・資産管理サーバの

ー

更新 ・仮想化基盤シス

ク

テム、ネッ
・未知のマ

等

ルウェア対策ソフ 　ト

管

ワーク機器の更新
　ト

理

ウェアの更新

　各種情

事

報システム全般のイン

業

フラの効率的な維持管

担

理を行うとともに、未

当

知のマルウェア対策に

課

よりインシデント発生

情

成果
時の早期発見・対

報

策ができるようにセキ

政

ュリティ対策を強化し

策

、より安全かつ適正な

課

運用管理を行った。

　

款

災害に強い各施設のネ

項

ットワーク環境整備を

目

検討する。

　インター

担

ネットなどの外部から

当

の新たな脅威に対し、

係

引続き万全な情報セキ

情

ュリティ対策を施す。

報

課題

指標名称（単位）

シ

実績値 目標値

４年度 ５

ス

年度 ６年度 ７年度 ９年

テ

度

成果 インターネット

ム

の停止時間（分） 0 0



ム

料 69,780,75

係

5 円

財
　
源

特定財源

2

0 0 0 9,700

一般

1

財源 0 6,930 69

1

,781 8,500

職

1

員人件費　② 0 9,591 5,973 2,835

総事業費（①＋②） 0 16,521 75,754 21,035

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

マネジメント方針

基本

和

施策 時代の変化に対応

６

した行政運営
施策体系

年

施策の内容 なし

目
　
　

度

　
的

　情報システム標

評

準化への対応及び情報

価

処理

主
た
る
内
容

　情報

）

システム標準化後の最

刈

適なシステム連
業務を

谷

安全かつ迅速、効率的

市

に遂行すること 携を見

事

据えて、番号連携シス

務

テムを改修する｡
によ

事

り、マイナンバー利用

業

事務系業務システ
ムの

評

安定稼働を図る。

位
置

価

づ
け

関連計画

根拠法令

シ

対象者 事業期間 令和５

ー

年度 ～ 令和８年度

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

企

度実績 ５年度実績 ６年

画

度実績 ７年度計画

　 ・

財

共通基盤廃止影響調査

政

・番号連携システム更

部

新 ・番号連携システム

一

標準化対
　 ・代替情報

般

連携構築 　応
　 ・番号

会

連携システム運用保守

計

　
　　　――――――

番

―

　情報システム標準

号

化にあわせた共通基盤

連

廃止に向けて、代替す

携

べき情報連携等の業務

シ

を明確化することがで

ス

きた。

成果

　共通基盤

テ

廃止に向けて、最適な

ム

代替手段を検討し、整

改

備していく必要がある

修

。

課題

指標名称（単位

事

）
実績値 目標値

４年度

業

５年度 ６年度 ７年度 ９

担

年度

活動
指標
活動
指標

当

他市との
比較検証

課 情報政策課

款 項

Ｃ

目

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
４年度 ５年

当

度 ６年度 ７年度 ６年度

係

（決算） （決算） （決

情

算） （予算） 事業費内

報

訳

事業費　① 0 6,9

シ

30 69,781 18

ス

,200 合計 69,7

テ

80,755 円
委託



シス

Ｃ
　
事
　
業
　

テ

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

ム

４年度 ５年度 ６年度 ７

係

年度 ６年度

（決算） （

2

決算） （決算） （予算

1

） 事業費内訳

事業費　

1

① 0 0 11,385 5

1

6,414 合計 11,385,000 円
委託料 11,385,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 34,824

一般財源 0 0 11,385 21,590

職員人件費　② 0 0 5,973 3,240

総事業費（①＋②） 0 0 17,358 59,654

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 マネジメント方

和

針

基本施策 時代の変化

６

に対応した行政運営
施

年

策体系
施策の内容 なし

度

目
　
　
　
的

　情報シス

評

テム標準化への対応及

価

び情報処理

主
た
る
内
容

）

　標準準拠システムで

刈

必要となるガバメント

谷

業務を安全かつ迅速、

市

効率的に遂行すること

事

クラウド上のサーバ環

務

境の整備及び庁内ネッ

事

により、マイナンバー

業

利用事務系業務システ

評

トワークからガバメン

価

トクラウドへ接続する

シ

ムの安定稼働を図る。

ー

ための各種環境設定を

ト

行う｡

位
置
づ
け

関連計

（

画

根拠法令

対象者 事業

様

期間 令和６年度 ～

実施

式

方法 ■直営　■委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 企画

Ｂ

財

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

政

度実績 ５年度実績 ６年

部

度実績 ７年度計画

　 　

一

・ガバメントクラウド

般

移行工 ・ガバメントク

会

ラウドのサー
　 　 　程

計

管理 　バ環境の整備
　

ガ

　 ・庁内ネットワーク

バ

からガバ
　 　 　メント

メ

クラウドへ接続する
　

ン

　　――――――― 　

ト

　　――――――― 　

ク

各種環境設定
・ガバメ

ラ

ントクラウド移行工
　

ウ

程管理

　標準準拠シス

ド

テムの本稼働に向けて

環

、移行方針や移行計画

境

の策定、ガバメントク

設

ラウドでのシステム稼

定

働に必要な各種

成果
環

事

境を明確化することが

業

できた。

　メインシス

担

テムの標準化延伸によ

当

り、ガバメントクラウ

課

ドの接続構築及び移行

情

スケジュールが１年延

報

伸になった。

課題

指標

政

名称（単位）
実績値 目

策

標値

４年度 ５年度 ６年

課

度 ７年度 ９年度

活動
指

款

標
活動
指標

他市との
比

項

較検証

目 担当係 情報


